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1. はじめに 

その 5 では、曲げ破壊先行型連層耐震壁を有する RC

造架構の残存耐震性能を評価することを目的とする。そ

こで、その 1 に示した被災度判定基準の略算法 1)に対し

新たに略算法を提案する。次に、その 2 で示した実験結

果から耐震性能残存率の正解値 Re を算出し比較するこ

とで、現行略算法で算出される耐震性能残存率 RJBDPA と

提案略算法で算出される耐震性能残存率 Rp の妥当性を

検証する。 

2. 残存耐震性能の略算評価法の提案 

提案略算法のおおまかな流れとしてまず架構の破壊モ

ードを判定し、破壊モードに応じて Rpの算出を行う。 

支配破壊モードの判定では、各破壊モードの安全限界

状態における保有耐震性能指標 α8)が大きい方を支配破

壊モードとする。(図 1) 

Rp の算出は、現行基準と同じく内力仕事の残存率と

定義する。部材の曲げ終局強度 Mu に終局変形角 θu を乗

じた内力仕事に、ハオら 4)が提案した耐震性能低減係数

ηW(表 1)を乗じることで部材の性能低下を考慮する。提

案略算法の算定式を式(1)に示す。ここで、添え字の C、

G、W は柱、梁、耐震壁を表す。 

𝑅 =
∑(𝑀 𝜃 𝜂 ) + ∑(𝑀 𝜃 𝜂 ) + ∑(𝑀 𝜃 𝜂 )

∑(𝑀 𝜃 ) + ∑(𝑀 𝜃 ) + ∑(𝑀 𝜃 )
 (1) 

θuは、各部材及び建物全体の破壊モード・終局変形か

ら定まる値を用いることとする。図 2 に示すように耐震

壁破壊支配型の場合、安全限界点が耐震壁の終局点とな

り柱梁の変形も壁の終局までと考えられるので、

θuC=θuG=θuW とする。柱梁破壊支配型の場合、安全限界

点が柱梁の終局点となり、耐震壁が終局になり耐力低下

した後も柱梁の変形が進むため、それぞれ異なる変形性

能を考慮して、θuC、θuG、θuWはそれぞれの終局変形を用

いる。 

3. 実験結果による耐震性能残存率の正解値の算出  

 前田ら 14)は、無損傷の状態から加振する場合と、損傷

後に加振する場合で、同じ応答変形となるときの、入力

倍率の比を架構の残存耐震性能率と定義した。そこで本

研究ではこの定義に基づき、耐震性能残存率の正解値

Re を算出する。加振ケース Run.N の時の Re の算出方法

を以下に示す(図 3)。 

1) 加振ケース Run.(N+1)の実験結果における最大応答

変形点を点 D とし、その時の加振倍率を AD とする。 

2) 実験結果を再現する解析モデルを用意し、同一地震

波で、無損傷状態から 1 回の加振で最大応答変形が

点 D と同じになる加振倍率 AO を地震応答解析から

算出する。なおその時の最大応答変形点を O とする。 

3) 耐震性能残存率 Reを式(2)で算出する。 

𝑅 = 𝐴 /𝐴  (2) 

 2)で実験結果を再現するモデルは、その 4 の解析モデ

ルを使用し、解析には SNAPver7 を用いた。 

4. 各評価法の適用と各算定結果の比較 

RJBDPA 及び Rp の算定に用いる部材の終局強度 Mu、終

局変形角 θuはその 3 の計算結果を使用した。提案略算法

を適用する際、支配破壊モードの判定はその 3 で示した

静的増分解析による保有耐震性能指標を用いた。試験体
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図 1 支配破壊モードの算定 

図 3 地震動の大きさに基づいた耐震性能残存率 

表 1 耐震性能低減係数 η及び ηW 

(a)耐震壁破壊支配型   (b)柱梁破壊支配型    

図 2 架構全体のエネルギーバランス 
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のX方向は耐震壁破壊点の保有耐震性能指標の方が大き

いことから耐震壁破壊型、Y 方向は柱梁破壊点の保有耐

震性能指標の方が大きいことから柱梁支配型と判定され

た。また、Re 算定時に用いる加振ケースは、ひび割れ

が発生し始めた Run.3、降伏し始めた Run.4、損傷が進

んだ Run.5 とする。 

各加振ケースの RJBDPA、Rp、Re の値と、それに伴う荷

重変形関係を並べて表記したものを図 4 に示す。 

全体として、RJBDPA は、実験結果である Reの傾向を X、

Y 両方向でとらえることができている。しかし、X 方向

の Run.5 において、RJBDPAは Reを 4 割程度過小評価した。

次に、Rp も同様に Re の傾向を X、Y 両方向でとらえる

ことができている。さらに、RJBDPA が大きく過小評価し

た X 方向の Run.5 も 2 割程度の誤差にとどまり、X 方向

においては推定精度の向上が見られている。これは、図

5(a)に示すように実験における安全限界点は現行基準・

提案法と変わらないが、安全限界点（Run5 の応答）を

超えても大きな性能低下（耐力低下）は見られなかった

ため、Run5 に関しては、部材の損傷低下を低く見積も

る Rp の方が推定精度が良かったと考えられる。しかし、

Y 方向の各加振ケースにおいて、RJBDPAよりも Rpの方が

Reの推定精度が低いという結果になった。これは、その

３で述べたように、事前の解析モデルによる破壊モード

が実際の破壊モードと一致しなかったためであると考え

られる。図 5(b)に示すように、架構の安全限界を現行基

準では耐震壁破壊点、提案法では柱梁破壊点としている

が、実験結果の安全限界点は耐震壁破壊点に近かった。 

そのため、RJBDPA の方が推定精度が高いと考えられる。

以上のことから、耐震性能残存率の評価法をより推定精

度の高いものにするためには架構の支配破壊モードを正

確に判定することが必要である。 

5. まとめ 

曲げ破壊先行型耐震壁を有する RC 造架構の残存耐震

性能を評価する方法として、架構の破壊モードを考慮し

た略算法を新たに提案し、現行基準と共にその妥当性を

検証した。現行略算法、提案略算法ともに耐震性能残存

率の正解値の傾向を概ねとらえているが、変形性能の異

なる部材から構成される架構の場合、支配的な破壊モー

ドが正しく予測できれば、提案略算法はより高い精度で

評価できた。 
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図 5 実験結果と解析結果の安全限界点 

図 4 耐震性能残存率の比較 
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図 4 耐震性能残存率の算出結果 
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